
〈 対策 〉

・令和２年６月～ 男性も育児休業を取得できることを周知するため、就業規則（育児休業に関する規定含む）の

         閲覧促進と管理職を対象とした研修の実施

・令和３年４月～ 育児休業中の職員で希望する者を対象とする職場復帰の為の講習会を実施。

・令和２年４月～ 人事評価制度の基準について見直しを図る。

目標１： 管理職（課⾧級以上）に占める女性割合を３0％以上にする。

〈 対策 〉

２．次世代育成支援対策推進法に基づく目標内容

目標１：

計画期間内に、育児休業の取得状況を次の水準以上にする。

男性職員・・・計画期間中に１人以上取得すること。

女性職員・・・取得率を１００％とすること。

〈 対策 〉

・令和２年４月～ 従業員を対象とした業務効率化に関するアンケートを実施する。

・令和２年１０月～ アンケート結果をもとに、業務効率化の施策を検討し、実施する。

・令和３年４月～ 業務効率化及び残業時間削減の好事例を収集し、管理職から部署内に取組を広げる。

３．女性活躍推進法に基づく目標内容（女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供）

従業員全体の残業時間を月平均１０時間以内とする。

（職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備）

 現在の人事評価について、男女公正な昇進昇格基準になっているかを精査し、就業規則を含めて見直しをする。

・令和３年４月～新しい就業規則等にて試行開始する

目標２：

１．計画期間      令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間

次世代法・女性活躍推進法 一体型

日本総合整美株式会社 行動計画

全ての社員がその能力を十分に発揮できる雇用環境を整備し、子育てと仕事の両立が図れ、女性も活躍できる

働きやすい職場にし、次世代育成支援で社会貢献する企業となるため、次のように行動計画を策定する。


